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戦後，西ドイツの財政負担の構造は大きく変化Lてきた。それは賃金税の
大幅な上昇に対比される付加価値税の相対的比重低下， 目的税を含む受益者
負担収入と公費収入の比重上昇等に特徴的に現われている。これらの変化を
長期的な構造変化と捉えることには慎重派も多い。 Lかしこうした変化が
西ドイツの財政負担体系に対Lて与える影響については緊急に検討を加える
ことが必要であろう。
1972年の連邦財政省の学術諮問委員会は，将来日-15年間の西ドイツの財
政支出・収入のあり方を展望している1)。それによると， 1972年を基準にし
てそれ以降10-15年聞にわたって増加すると予想される財政支出は「将来影
響的支出J(zukunftswirksame Ausgaben)，つまり個人や経済全体の発展条件
を長期的観点から改善する種類の支出である。この種の財政支出と Lて諮問
委があげているのは，国民経済計算における公共投資支出はもちろんのこ
と，公共消費支出の中でも，特に教育，科学・文化，交通，保健，ガス・電
力・水道サービス，環境保護，都市開発，地域構造改善等の支出である。こ
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れまでもここ15年間において，全公共団体(連邦，チ1;'市町村のほか，負担調整
基金， ERPー 特別財団を含み，社会保険を徐く)の総財政支出に占める， これら
の支出の構成比はすでにほぼ40%に達Lているとされる。
他方，全体の財政支出の規模についても，その対 GNP比がここ15年間に
およそ30%のところに維持されてきた。諮問委も歳出削減政策が遂行されな
い限り，この財政支出水準は上昇L続けるであろうと推定している。諮問委
の意見によると，財政支出の過去の発展や将来予想される傾向からLて，歳
出規模を縮小させる政策がとれる可能性が小さいこと，各公共団体の「将来
影響的」支出計画を実現させるには，財政支出の対GNP比の上昇が不可避
であること，さらに現行の社会保障計画を実現するには社会保険支出の GN
Pが上昇Lなければならず，それが財政規模を一段と拡大することであろ
う。
以上のように国家支出水準の上昇が予想され， しかもその範囲が拡大する
とすれば，それらの財源をいかにLて調達するかの問題は今後一層重要なも
のとなろう。前述Lた通り， (社会保険を除く)財政支出の対 GNP比は1957
年から72年の15年間ほぽ30%のラインにあったが，その財源のほとんどが租
税収入から調達されている。租税収入の対 GNP比は同期聞に2'"'-'24%の範
囲内を変動してきた。財政支出と租税収入の両者の関係をみると，財政支出
水準は高度成長の時期に低位にあり，低成長の時に比較的高かったが，租税
水準の方はこれと全く反対の動きを示した。それに照応して，租税収入の対
財政支出比は70'"'-'80%の聞を変動してきたのである。
そのほかの収入の中で特に受益者負担収入と公債収入の増加が目立つだけ
で，残りはほぼ同一水準か若干の低下傾向をみせた。公債収入の全財政収入
に占める割合は，同期間1'"'-'9%の聞を振動Lている。以上の傾向は1972年以
降どのように推移し今後いかに変化Lていくかということは興味ある問題
である。
財源調達の可能性をできるだけ幅広く探り，その中から合理的な負担体系
を求めることは，共通に財政危機に見舞われている現代主要先進諸国にとっ
て最も緊要な課題である。その場合，次の 3つの視点が分析上重要である。
げ)個々の財政負担の全体の収入に占める構成比の相対的変化を分析する
ことによって，そこにし、かなる構造変化が生じているかを明らかにす
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る。
村上記の構造変化が合理的かつ公平な負担体系に照らLて，望まいいも
のかどうかを評価することが必要である。
付現実の負担構造が，前提された合理的負担体系のパターンから議離L
ている場合，それを調整する可能性を求めなければならない。
注
1) Gutachten des Wissenschaftlichen Beirats beirn Bundesrninisteriurn der 
Finanzen von 1972， S. 547丘， Gutachten zur Finanzierung eines hoheren 
Staatsanteils arn Sozialprodukt. 
二戦後財政収入の推移
表-1は1961年以降1)の財・政収入の額と構成比の推移をみたものである。そ
れを図示Lたのが図-1で、ある。まず第ーに指摘できることは，最も激しい変
動を示Lたのが租税収入であるということである。 LかL同時にわかること
は，租税の変動は目まぐる Lかったけれども変動の幅は， 74. 1 %"'-'81. 6%の
聞でそれほど大きくなかったことである。次に興味あることは，公f責収入が
租税収入のそうした変動の波をほぼ完全に相殺し自ら調整項としての役割
を果Lた点で、ある。図一Iからも明らかなように， 1974年までは租税プラス公
債収入はおよそ83%ラインにほぼ完全に安定化しその水準が高まった75年
以降も安定化傾向は変わらず， 87%のところにはりついているのである。後
に述べるように，公置収入が租税収入の変動を緩和する調整項としての役割
を果すことによって，かなりの経済安定効果をもったものと推測されるので
ある(第四節)。
次に，いわゆる受益者負担金収入の若干の増大傾向が指摘される。すなわ
ち， 1961年の5.7%から74年までの7.6%へ1.9ポイント上昇し 1974年以降
は統計手法の大幅な変更により，受益者負担金収入の中に罰金収入を含まな
くなりベ水準は低下するけれども，安定的な推移をみせている。
最後に，経済収入，資本収入，その他収入はほとんど変化らLい変化をみ
せずかなりの安定性を示している。 Lかしその中でも経済収入の若干の低
下傾向がうかがわれる(1961年の4.4%から1978年の2.1%へ2.3ポイント〉。また，
資本収入の方は1961年の2.7%から78年の2.1%へ，その他収入は61年の3.9
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Ltl伽示」ぷ!雪同日受|公債収入3)1その他。l合計
1961 79288(81. 1) 5597(5.7) 4294(4.4) 2597(2.7) 2117(2.2) 3830(3.9) 97723 
1962 87422(81. 2) 6090(5.7) 4375(4.1) 3222(3.0) 2236(2.1) 4257(4.0) 107602 
1963 92430(79.1) 6685(5.7) 4528(3.9) 3198(2.7) 5539(4.7) 4505(3.9) 116885 
1964 100841 (78. 8) 7595(5.9) 4788(3.7) 3721(2.9) 6033(4.7) 4958(3.9) 127936 
1965 106934(77.4) 8448(6.1) 4968(3.6) 4580(3.3) 7829(5.7) 5377(3.9) 138136 
1966 113538 (78. 4) 9428(6.5) 5186(3.6) 4007(2.8) 6758(4.7) 5959(4. 1) 144876 
1967 116109(74.1) 10262(6.5) 5435(3.5) 4544(2.9) 14412(9.2) 6029(3.8) 156791 
1968 122960(75.7) 10912(6.7) 5959(3.7) 5492(3.4) 10708(6.6) 6488(4.0) 162519 
1969 146581 (81. 6) 11832(6.6) 6767(3.8) 5462(3.0) 2459(1. 4) 6550(3.6) 179651 
1970 155005(79.7) 13097(6.7) 7203(3.7) 5932(3.0) 6302(3.2) 7068(3.6) 194607 
1971 171811(76.9) 15385(6.9) 7856(3.5) 6324(2.8) 13710(6.1) 8443(3.8) 223529 
1972 195697(77.2) 17816(7.0) 7311 (2.9) 6837(2.7) 16291(6.4) 9453(3.7) 253405 
1973 223029(79.6) 20036(7.2) 8112(2.9) 6945(2.5) 11391(4.1) 10534(3.8) 280047 
問。lm24(76l〕23597(7.6)1 9287(3.0)1 7590(2.4) 22810(7.3)111209(3.6)1311617 
::~;b) l~~~~~~~~:・ 6)21941(4.9)1 8707(2.0)]0300(2.3) 23001 (5.2) 118002(4.0)1444987 
1975f76290(川)25330(5.1)1 8430(1. 7)10643(2. 2) 54231(11.0)118194(3.7)1493118 
19793142回目σ8.5)28224(5.3)110080(1.9);11312(2.1) 47154(8.8)118120(3・4)1535201
19775) 1461237 (81. 8) 2蹴 7(5. 1) 110739中42川 3馴 5叩ω ヤ3992
19785) :491946(80.5) 32426(5.3)113139(2.2)112534(2.1) 40917(6. 7)i20151 (3. 3)1611113 
1) とばく税，外国交通税，花火税等の租税類似負担を含む。 2)手数料，使用料，分担金，報償
(Entgelt)を含む。 3)信用市場における公債発行7 イナス償還(純信用収入)0 4)幸Ij子収入，
経常割当・総助金・信用サーピス補助，その他の経常収入を含む。 5)商業簿記勘定方式によ
る病院の推計額を含む。 a)統計方法や報告範囲を百万年通りに適用した数値。 (b)報告範囲の
拡張のために新しい表示法に従った数値。資料:Statistisches Bundesamt. Statistiches 
Jahrbuch， 1980および Fachserie14 : Finanzen und Steuern， Reihe 3.1 : Rechnun-
gsergebnisse des offentlichen Gesamthaushalts， 1978. 
%から78年の3.3%へ，わずかながら低下してきている。こうして，収入の
大宗は依然として租税収入であり，増加傾向をみせた受益者負担も公債収入
もそれぞれ8%，12%の壁を破っていない。たしかに，こう言う限りではこ
うした推移は「構造変化」ということのほどでないかもしれない。 Lかし
各個別収入の変化を追跡し個別収入間の比較，それらの公共団体ごとの対
比をしてみると，そこに興味ある事実がし、くつか浮かび上がってくるのであ
る。紙数の都合でここで検討されるのは租税収入と公債収入だけである。受
益者負担収入についてはすでに詳細な分析をしているのでここでは検討対象
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図-1 財政収入の推移
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資料:表1に同じ。
からはずLている汽
?
1) 1950年代以前の統計では，地域状況の変化や財政調整の形態が変化したため
に，長期比較には不適切である。また， 財政構造の推移を跡づけるのには1960年
の戦後の復興期終了後をひとつの区切りにすることが合目的であろう。 ここでは
1960年は財政年度がそれまでの会計年度 (4月 3月〉方式から暦年(l月-12月)
方式に改められた年で，統計上は1960年4月から12月までしかカバーしていない
ことを考慮して， 1961年を出発年とした。
2) 1974年以降，罰金はそれまでの統計資料における「手数料，報償 (Entgelt)，
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罰金」の項目から切り離され， 1他部門からの経常補助」に含められた。
3) 拙稿「西ドイツの受益者負担金J(1経済論集」第7巻第1・2合併号市川弘勝教
授退任記念号1981年12月， 423ページ以下〉。
三租税収入の構造変化
(1) 租税収入の推移
租税収入の構造変化を分析する場合に，まず初めに考えられるのがし、わゆ
る直間比率の推移である。その場合問題になるのが直接税と間接税の正しい
定義とその範曙である。特に困難なのは営業税であり，厳密な区分は不可能
図ー 2 租税収入の構造変化
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である。営業税の中でも収益税は直接税的であるが，資本税や賃金総額税は
非収益課税〈物税)と Lて間接税の性格が強い。 Lかしここでは直接税と
Lて賃金税，賦課所得税，資本収益税，法人税を含む狭義の場合と中間的性
格を有する，営業税，財産税，不動産税を加えた広義の直接税の2つのケー
スについて，それぞれ残りの部分を間接税と Lょう。
図 2はこの概念に基づいてその推移を示Lたものである。図から明らかな
ように，直接税(狭義)は1961年に38.9%であったものが77年で頂点、の49.1
%に達しその後79年に若干低下はするものの47.1%へ，対61年比8.2ポイ
ントも上昇Lている。補完的な財産税や不動産税，中間的な営業税も広義概
念の直接税に含めると，その比率は61年の53.2%から77年に61.5%の頂点に
達し 79年には58.4%に5.2ポイントの上昇である。このように，戦後の租
税構造の変化はまず，間接税に対する直接税の比率の増大ということによっ
て大きく特徴づけられる。
何がこのような構造変化をもたらLたので‘あろうか。表 2は各個別税ごと
に全租税収入に対する構成比の推移を示Lたものである。表にはなし、が，絶
対額で表わLた直接税のグループをみてみると，特に賃金税の増加が目覚ま
Lく， 61年の10，453.1百万マルクから79年に97，067.4百万マルグへおよそ10
倍だけ上昇した。表示されている構成比についても， 69年の13.7%から79年
には28.3%へ約15ポイントもと昇Lているのである。直接税グルーフ.の中
で，他のすべての租税が比重を低下させているから，直接税全体の比重の増
加はもっぱら賃金税の上昇によってもたらされたことが一目瞭然である。
1961年には賦課所得税が賃金税より比重が高かったのに， 62年以降比重の逆
転が生じ賃金税が17.3ポイントもそれを上回る結果になっている。
賃金税のこうした急激な上昇は何よりも GNPの高率な成長によってもた
らされた。図-3は名目 GNPと賃金税収のそれぞれの仲び率の推移を表わL
たものである。図から明らかな通り， 66年や78年の若干のずれはあるもの
の， GNPの伸びと賃金税収のそれはほぼ対応した動きを示し GNPの伸び
が高ければ高いほど賃金税収の伸びも高<， Lかもその上昇の程度も大きか
ったことを示している。このように，賃金税収の急激な上昇は GNPの高成
長率によってほとんどが説明される。 Lかしさらにその補完的説明要因と
Lて物価水準の上昇が指摘できる。とりわけ， 70年初期以降の消費者物価の
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?
直 賃 金 税 13.7 14.6 15.5 16.5 16.1 17.2 17.3 18.4 18.8 23.0 25.0 25.4 27.4 30.2 29.6 30.2 30.5 28.9 28.3 
賦課所得税 14.1 14.5 15.1 14.5 14.3 14.5 14.0 13.5 11 8 10.5 10.7 11. 8 11. 8 11. 2 11. 6 1. 6 1. 9 11. 8 1. 0 
接 資本収益税 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.2 1.3 1.2 1.1 0.9 1.1 0.9 0.9 1.1 1.1 1.1 
法 人 税 9.8 9.2 8.6 8.2 7.9 6.9 6.2 7.1 7.6 5.7 4.2 4.3 4.9 4.4 4.2 4.4 5.6 6.2 6.7 
税 A口. 計 38.9 39.6140.5 40.5 39.6 39.9 38.8 40.3 39.4 40.5 41. 1142.6145.0146.9146.3 47.1 49.1 48.0 47.1 
中 信業税 (E，K) 10.2 10.0 7.0 7.2 7.6 8.0 7.9 7.4 7.5 7.7 7.5 7.3 10.4 10.4 9.9 9.7 9.6 10.7 
問 賃金総額税 0.9 1.1 1.1 1.1 1.2 1.2 1.2 1.2 1.0 1.0 
不動産税 A 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 O. 1 0.1 0.1 
補 不動産税 B 1.7 1.7 1.7 1.6 1.6 1.6 1.7 1.7 1.5 1.5 1.4 1.3 1.3 1.3 1.6 1.6 1.6 1.6 1.5 
位7土t
財 産 税 1.9 2.1 1.9 2.0 1.8 1.8 2. 1 1.9 1.7 1.9 1.8 1.5 1.4 1.4 1.4 1.5 1.7 1.4 1.3 
税 A日. 計 14.7 14.7 14.5 14.2 13.7 13.8 13.9 13.6 14.2 11. 6 1. 7 11. 7 12.0 12.0 11. 8 12.0 12.3 11.6 11.2 
売 上 税 21. 5 20.8 20.2 20.2 20.8 20.2 19.5 15.6 19.0 17.6 18.1 17.5 15.6 13.8 14.8 13.7 13.2 14.7 14.9 
間
輸入売油 上税 1.8 1.9 2.1 2.1 2.3 2.3 2.3 5.7 5.1 7.4 7.0 6.6 6.5 7.7 7.6 8.2 7.8 8.4 9.7 
鉱税 4.3 4.4 4.6 6.2 7.2 7.2 8.3 8.2 7.4 7.5 7.3 7.3 7.4 6.7 7.1 6.8 6.4 6.4 6.2 
5.1 5.0 4.8 4.5 4.5 4.5 5.1 5.0 4.3 4.3 4.0 4.0 4.0 3.8 3.7 3.5 3.3 3.3 3.1 
自動車 2.2 2.2 2.4 2.4 2.5 2.6 2.7 2.7 2.4 2.5 2.4 2.4 2.2 2.2 .2 2.1 2.0 2.0 2.2 
関プコ ラー ンヒデーー
3.9 3.9 3.8 2.7 2.4 2.4 2.2 2.0 2.0 1.9 1.8 1.7 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.2 1.2 
接 1.4 1.5 1.5 1.5 1.5 1.6 1.6 1.7 1.5 1.5 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.3 1.3 1.2 1.2 
1.0 0.9 1.0 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.8 0.7 0.7 0.6 0.6 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 0.4 
ピ ノレ 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 0.9 0.9 0.9 0.8 0.8 0.7 0.6 0.6 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 0.4 
付 力日 -10.5 0.6 0.6 0.6 0.7 0.8 0.9 0.3 0.3 0.1 0.0 0.0 
砂 糖 0.2 O. 21 O. 21 O. 21 O. 1 O. 1ο. 1O. 1 O. 1 O. 1 O. 1 0.1 0.0 0.0 0.0 
税 そ の 4.1 3. 71 3. 51 3. 51 3. 61 3. 51 3. 51 2. 91 3. 21 3. 01 3. 1 2. 61 2. 51 2. 21 2. 4 2.6 2.3 2.3 2.4 ぷ仁斗2 46.6 45.5145.1145.2146.7116.2147.1146.2147.2147.9144.4 45.5143. 141. 2142. 1 41.0 38.5 40.3 41. 7 
表 lと同じ資料より作成。
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図-3 賃金税収と名目GNPの伸び率
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上昇は，それまで2%以内に抑えられていたのに， 70年3.6%，71年5.4%，72 
年5.6%，73年7.1%，74年7.0%，75年6.2%と推移Lていった。このため，
下位所得層をも賃金税の支払いにまき込むと同時に，賃金税支払者をより高
い累進段階へ押し上げていった。とりわけ，下位所得層にとって名目的に維
持された控除額がインフレを通じて侵食されることによって，実質所得の減
少に見舞われた者も少なくなかったのである九
例えば1965年には，比例税率ゾーンが独身者の場合に8，000マルク，妻帯者
の場合に16，000マルクに引き上げられたために，賃金税支払義務者のわずか
9%だけが累進税率ゾーンに残されていたのであるが，その後，累進税率ゾ
ーンに組み込まれた者の数が増大L続け，その数は1974年に全体の66%に達
Lている。さらに， 1975年に再び比例税率ゾーンが独身者，妻帯者それぞれ
16，000， 32，000マルクへ拡大されたため，累進税率ゾーンに残された者の割
合は30%に低下Lた。しかしこれも一時的現象にすぎず， 1978年にはそれ
は50%に上昇L， ドイツ経済研究所の見積もりによると， 1980年には60%に
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達し 74年の租税改革前の水準に再び上昇する。
1975/76年の総合経済発展諮問委員会は，物価上昇によって賃金税支払義
務者は一体どれだけ超過負担させられたかを現実の資料を用いて計算してい
る。表 3はそれを示すものである。ここでは，いわゆる「標準世帯J(4人家
表 3 物価上昇によ~賃金税の超過負担
賃金税水準 山理主詰霊 賃金税負担の差総所得1) 賃金税2)
現実値。| 調整値4) 0ポ%イソトIDM 
年度
DM 。% DM (3)ー (中)。
(1) (2 ) (3 ) (4 ) (5 ) 
1965 1，779 638 5.4 5.4 638 。 。
1966 12，536 774 6.2 5.7 715 0.5 39 
1967 12，432 752 6.0 5.5 684 0.5 68 
1968 12，980 808 6.2 5.6 727 0.6 81 
1969 14，342 1，026 7.2 6.3 904 0.9 122 
1970 16，245 1，344 8.3 7.1 1， 153 1.2 191 
1971 18，345 1，686 9.1 7.8 1，430 1.3 256 
1972 20，240 1，994 9.9 8.0 1，611 1.9 375 
1973 22，914 2，404 10.5 8.3 1，902 2.2 502 
1974 25，465 2，870 11. 3 8.7 2，215 2.6 655 
1) r標準世帯J(Indexfamilie)の世帯主の非独立労働からの平均所得。それは (4人家族の
中間所得層の家計の)生計費物価指数を基礎にしている。
2) Jahreslohnsteuertabelle 1965 (BStBI. 1964 1， S.590) Steuerklasse m /2.による。
その場合，社会保険料負担は限定位除の可能な特別支出の最高限まで考慮されている。
3) 総所得に対する賃金税の割合。
4) 4人世帯家計の生計費指数(1965年を100にした1970年原基準)によってデフレイトされた
総所得に1965年の所得税率が適用された場合に得られる賃金税水準。
資料:Jahresgutachten 1975/76 des Sachverstandigenrates zur Begutachtung 
der gesamtwirtschaftlichen Entwicklung 1975， S. 68. 
族の中間所得者)が現実に支払った賃金税額と生計費物価指数でデフレイトし
た総所得の場合に生ずる想定的な賃金税支払額とが比較されている。これに
よると，基準の1965年から遠ざかれば遠ざかるほど両者の数値の議離が大き
くなっている。すなわち，その差額(表の(7)欄〉がインフレによって引き起
こされた超過負担分で、あるということである。例えば， 1974年の2，870DM
の賃金税(つまり，総所得25，465DMの標準世帯の世帯主が支払った額)のうち， 65， 
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5D班，つまり税額のほぼ1/4がインフレに帰せられる税額である。このよう
に，賃金税の動向に対するインフレの影響がし、かに大きいものであったかが
理解できる。
最後に，こうした名目的な所得上昇以外に資金税収入の原因として，所得
税納税義務者の構成変化があげられる。表-4の第3欄に示されているように
表4 所得税納税義務者の構成変化 非独立労働者(従って大半は賃金税納税者)
賃金水準
非働独者立の構労年度
現実値1)¥調整値 2)成
1960 60.4 60.4 
61 62.7 62.1 78.0 
62 64.1 62.8 78.8 
63 65.1 63.2 79.5 
64 64.8 62.3 80.3 
65 65.6 62.6 80.9 
66 66.6 63.3 81. 2 
67 66.4 63.2 81. 1 
68 64.8 61. 3 81. 6 
69 66.1 61. 8 82.5 
70 67.8 62.7 83.4 
71 69.1 63.6 83.9 
72 69.5 63.8 84.2 
73 70.7 64.6 84.5 
74 72.6 66.3 84.5 
75 72.3 66.1 84.5 
76 71. 3 64.9 84.9 
77 71. 5 64.8 85.2 
70.8 63.8 85.6 
79 70.3 63.1 86.0 
4)80 70.6 63.2 86.3 
1) 非独立労働総所得の対国民所得比。
2) 1960年の非独立労働者の椛成比を維
持した場合の賃金水準。
3) 暫定値。
4) 推計倍。
資料:Jahresgutachten 1980/81 des 
Sachverstandigenrats zur Begutacht-
ung der gesamtwirtschaftlichen Ent田
wicklung， 1980， S. 79. 
の全労働者に占める割合が1960年の77.2
%から1980年の86.3%へほぼ一貫して上
昇Lている。このことは裏を返せば，生g
立労働者の比重低下を意味し賦課所得
税の後退を陪示Lている。現に表-2に示
されるごとく，賦課所得税の構成比は19
61年の14.1%から79年の11%に低下Lて
いる。
次に中間税に目を転じてみると，全体
で61年の14.7%から79年の11.2%へ減少
傾向を示Lている。そのすべての項目が
減少しているけれども，特に賃金総額税
を含む営業税の低下が目立つ。これに関
連Lて常に論議されるのが非収益的租税
の撤廃問題である。非収益税(賃金総額
税，営業資本税，財産税等)は，企業の収
益状況を問題にすることなく徴収される
ため，企業にとって特に不況期には過大
な負担をもたらし成長阻害的であると
いうのである。たLかに，特に1974年以
降非収益税による企業負担はかなり増大
している。こうして，非収益税(特に賃
金総額税や営業資本税〉が租税体系の構造
変化をめぐる議論の中心に置かれ，その
存廃が争われてきた。これらについては
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後に再び立ち戻ることにする。
第3のク・ループの間接税では何といっても売上税(付加価値税)iJt大きな減
少に見舞われている点が注目される。表-2に示されているように，売上税の
構成比は1961年の21.5%から1979年の14.9%に6.6ポイントも低下Lている。
1967年の19.5%から68年の15.6%への急激な低下は， 1968年 1月1日から従
来の全段階累積型の売上税から前段階税額控除方式の付加価値税への移行が
行なわれた税制改革の影響である。もっともこの低下作用は間もなく69年に
は19%に上昇して解消されてしまう。従って，この低下は制度的不連続の結
果の一時的現象と Lて考慮外におくことができょう。こうして売上税の比重
低下はこの制度的転換の前の時期にも後の時期にも一貫Lて生じているので
表 5 賃金税売上税の対 あるから，比重低下の原因を少なくとも制度的改
GNP比
年度|割程
1961 3.1 5.0 
1962 3.4 4.9 
1963 4.1 4.7 
1964 3.8 4.7 
1965 3. 7 4.7 
1966 3.9 4.6 
1967 4.0 4.5 
1968 4.1 3.5 
1969 4.5 4.4 
1970 5.2 4.0 
1971 5. 7 4.1 
1972 6.0 4.1 
1973 6.7 3.8 
1974 7.3 3.3 
1975 6.9 3.5 
1976 7.2 3.2 
1977 7.6 3.3 
19781) 7.1 3.6 
19791) 6.9 3.6 
1) GNPの暫定値に対する
比率
草のみに求めることはできないであろう。
制度的改革を別として，売上税構成比の低下の
原因として第一に考えられるのが賃金税の比重の
急増である。表 5に示されているように，売上税
の対 GNP比は61年の5.0%から79年の3.6%へ1.
4ポイントの低下で比較的程度が小さかった。こ
れに対Lて賃金税の対 GNP比は61年の3.1%か
ら79年の6.9%へ3.8ポイントも上昇している。こ
のことから売上税はGNPとほぼ比例的に上昇し
てきたのに，賃金税の増加が比例以上の上昇であ
ったために，売上税の比重の相対的低下がもたら
された。 LかL上述Lたように，売上税の対 GN
P比が程度は小さくとも低下していることは事実
なのであるから，賃金税の顕著な上昇によっては
売上税の構成比低下のすべてを説明することはで
きない。他に考えられることは，消費構造の変化
が売上税に不利に作用したことである。すなわ
ち，付加価値税導入以降，売上税免税財(金融，保
険，不動産取引，医療，学校教育等)や軽減税率適用
財(基礎的食料品，医薬品，新聞，雑誌等)の構成比
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の増加や海外旅行等の非課税支出が増加することによって売上税の伸びが停
滞したことが考えられる。
他方，輸入売上税の方は構成比が61年の1.8%から79年の9.7%に7.9ポイ
ントと顕著な伸びを示している。表-2を見てもわかるように，売上調整税か
ら輸入売上税への制度改正のあった68年以降，構成比はそれまで2%内外の
水準から一気に5%の水準に上昇し特に70年は構成比が7.4%に達し伸
び率でみても55.6%と大幅であった。 1970年はこう Lた制度転換が完了Lた
と目される年である。こうして輸入売上税の場合， 67年までの4%の全段階
累積型の売上税が，国内消費財のように生産段階ごとに累積するということ
がなく，実質的にも4%の税率にとどまっていたため，それが11%(あるいは
5.5%の軽減税率)の新Lい付加価値税率への移行によって，その税率の超過
分が全面的に作用Lて税収を著るしく増加させたものと思われる 2)。このよ
うに売上税(付加価値税)の比重は低下Lたものの，輸入売上税の比重が上
昇したため，売上税全体の構成比は全期間にわたり21%から25.1%の聞を変
動しその変動揺は比較的小さかった。ある計算によると， 1960年一77年間
の輸入売上税を含む付加価値税の収入弾性値はO.99であり，ほぽ中立的であ
ったことがわかる叱
その他の間接税についてみると，鉱油税を除きほとんどすべてが構成比低
下に見舞われている。例えば，タバコ税の比重は1961年の5.1%から79年に
3.1%，関税は61年の3.9%から79年の1.2%，ブランデー税は同様に1.4%か
ら1.2%， コーヒー税1.0%から0.4%， ピー ノレ税1.0%から0.4%，砂糖税が0
.2%から0.0%へ低下している。わずかに自動車税が61年の2.2%を79年にも
維持Lただけで、ある。また唯一の例外の鉱油税も61年の4.3%から6.2%へた
しかに上昇しているのであるが， 67年にピークの8.3%に達 Lた後は停滞気
味である。レずれにせよ自動車関連の 2税が相対的に比重を高めているの
は，税率の引上げもさることながら，その大半はモータリゼーションの進展
による自動車所有台数の増加に帰することができょう(個人乗用車は19印年の
1，000人当り81台から1978年に353台に増加している)。付加価値税を除いたこれら
の間接税(個別消費税十関税)の構成比は61年の23.3%から79年の17.1%へ6.
2ポントだけ低下Lている。ここから鉱油税と自動車税を除くと， 61年の16.
7%から79年の7.5%へ9.2ポイントも減少するのである。
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これらの個別消費税の比重低下の原因は次のことに求められよう。第 l
に，これらの個別消費税の大半が従量税であったため，物価上昇による名目
所得上昇の増収効果が十分反映されなかったことである。第2に，若干の商
品についてみられた消費量増加に基づく増収効果が鉱油税を除き，程度が小
さかったために，構成比を高めるには到らなかった(例えば，自動車税，競馬
一富くじ税，照明器具税，シャンベン税等)。最後に従価税(娯楽税，飲料税，保険
税，防火税，狩猟税，漁業税)の名目所得上昇による増収効果があったにして
も財源としての比重が小さいために全体と Lての比重増加を下支えするこ
とはで、きなかった。
個別消費税はこうして小税目 (Bagatell-Steuern)に化していくケースが多
い。例えば塩税，砂糖税，運輸税，道路貨物輸送税，娯楽税，紅茶税，サッ
カリン税等はし、ずれも構成比ゼロ水準の税目と化すか，税目そのものが撤廃
されている。それに代って新税も導入されているのだが，いずれも租税抵抗
を回避する目的で，量的には控え目な範囲内での導入が行なわれている。従
って， r新税の導入」は常に「新小税の導入」を意味し撤廃された小税目
が新Lt."、小税目によって代替・補填されることを繰り返すことになる。導入
された新税の最近のダIJでは，廃油調整税(1969年)，電力税(~、わゆる Kohle-pfe­
nnig， 1974年)，排水税(1978年)等がある。
(2) 税制改革の視点
以上の租税の構造変化をいかに評価しそこからいかなる税制改革の視点
がでてくるであろうか。K_H_ハンスマイヤーは新・旧の租税原則の観点に
立って，次のような合理的租税体系が構築されると主張している4)。
仔) 公平目的を達成するためには，人税中心の体系が望ま Lい。すなわち，
現代の租税体系では所得税を主要税として法人税，財産税，相続税または
贈与税がそれを補完する形となる。
(ロ) 付加価値税が第2の主要税となることによって，国庫・公平目標と成長
目標聞の相魁を緩和することができる。
判個別消費税はその存立理由が今日的意義を失っているものが多く，とり
わけ競争市場の目標に反する土，逆進的性格を有するために縮小されるべ
きである。ただし例えばタバコ税とかアルコール税のようないくつかの
懲罰税は残されるべきである。また，租税抵抗の回避という観点を重視す
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る場合は，従量税を従価税に移行させて技術的改善をはかった上で、残すこ
とも考麗しなければならない。
(斗収益課税は租税体系を擾乱する要因であるので拒否されなければならな
い。特に，営業収益税を所得税(企業の収益に対する課税)， (以前の)法人税
と共に並置することは，営業収益税の税額控除があるとはし、え，合理的租
税体系の観点からすれば理解困難である。
(件) ある程度の受益者負担課税は認められるべきである。とりわけそれは交
通部門や公共負担の原因となる宅地や営業地を利用する場合は受益者負担
課税が適切な財源調達法である。そう Lた意味で，営業資本税や賃金総額
税は廃止されるべきではないし鉱油税や自動車税の比重の高まりはむL
ろ歓迎されるべき現象である。
以土の合理的租税体系を一応正Lいものと Lて受け入れた場合，前項(1)で
検討してきた租税構造の変化はどのように評価できるだろうか。そのため
に，租税を次の 5つの部門に分けてその推移をみることにしよう。
第1類……賃金税，賦課所得税，資本収益税，法人税，財産税，懲罰税(プ
ランデー 税， ピー ル税，タパコ税)。
第2類……営業収益税+営業資本税。
第3類……鉱油税， 自動車税，賃金総額税，不動産税， (防火税，廃油税，電
力税は除く)。
第4類・・・…付加価値税，輸入売上税。
第5類……個別消費税，関税。
以とのうち，営業収益税は第 1類に含めるべき性質のものであるが，第3
類に含めるべき営業資本税と分離Lて把握することが統計的制約から不可能
であったこと，さらにその上，前述Lた通り営業収益税の存在そのものの正
当性が薄いため，第 I類と切り離Lて特別な把握が必要であったからであ
る。第3類はし、わゆる受益者負担原則に基づく課税であるが，そのうち廃油
税，電力税は統計的に捕捉が困難であり，防火税は期聞を通じて0.1%内と
いう小さな構成比であるために除外し第5類の個別消費税に一括Lて含め
ることにする。また，賃金総額税も1966年までは統計上第2類の営業税の中
に一括取扱いされているので，第3類に分離取扱いされるのはそれ以降とい
うことになる。また，不動産税を受益者負担課税に含めることには異論があ
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ろう。しかしこれを地方自治体の社会資本投資の結果と Lての地価上昇の
利益吸収を意図する租税と解して，限定つきで受益者負担課税の中に含めよ
う句。
以上の留保をつけて1961年以降の5つのグループの推移をみたのが表-6で
あり，それを図示したのが図-4である。まず第1類についてみると，全体で
図-4 5グループ別租税の構成変化
関税
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61年の48.3%から79年の53.1%へ4.8ポイントと最も大きな上昇を示 Lてい
る。中でも賃金税の上昇は激Lく， 1類の他のすべての項目の比重低下を相
殺した上に全体の水準を高めているのである。第2類の営業税が段階的に低
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?1) 賃金総額税は統計的分離が悶縦であるため69年まで営業税に一括されている。
資料:Finanzbericht， 1981.より作成
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下するのは，前述Lたように賃金総額税が統計的に分離取扱いが可能となっ
て第3類に含まれることによる。ただ70年以降，賃金総額税を含めても， 73 
年 (9.1%)，74年 (9.1%)を除き， 8%台で推移していくので，それまでの10
%前後の水準と比較Lて，第2類の比重低下の傾向は否定できない。次に，
第3類の受益者負担課税は1961年の8.7%から79年の11%へ2.3ポイントの上
昇である。しかLこれは67，68年の13%への上昇が頂点で、それ以降は12%，
11%へと低下Lてし、く。 70年以降賃金総額税を含むようになってもそう Lた
低下i傾向に歯止めをかけることはで、きなかった。第4類については，前述L
た通り売上税(付加価値税)の大幅低下，それを補填する形での輸入売上税
の急上昇，全体と Lての水準はほぼ一定という傾向が指摘できる。第 5類は
全体として61年の9.2%から79年の4%へ5.2ポイントも減少Lている。これ
は関税の低下はさておき，個別消費税が小税化してしぺ傾向をはっきりと示
している。
以上のことを総括的に特徴づけてみることにしよう。第ーに，特に賃金税
の大'1肩上昇によって直接税が比重を増大させたこと，第二に，売上税と個別
消費税の大幅低下を中心に間接税の比重が低下Lたこと，第三に，受益者負
担課税の比重上昇の傾向が， 67年以降鈍化Lていること，最後に，問題とさ
れる営業税の比重もその程度は小さいけれども低下Lていることなどがあげ
られる。
以上の特徴づけから， fJl税体系改革の視点をいくつか指摘Lておこう。は
じめに，ハンスマイヤーによって提起されたと述の「合理的租税」体系の現
実における実現度をみてみよう。第 I類が1971年までは50%以下であったの
に，それ以降50%をこえる傾向が定着Lている。さらにその上に，第2の主
要税として付加価値税と輸入売上税を含める(第4類)と全体で78%に達 L
ている。さらに，受益者負担税(第3類)を第3の合理的租税と Lて含める
と，西ドイツの「合理的租税」の構成はおよそ90%近い値となり， 61年の80
.3%と比較すれば，実現度は大きく高まったといえる。この意味で、いえば，
財政収入の戦後の構造は望ま Lさを増す方向に変化していったので、ある。し
かし変化の中味をより詳しくみてみると，個別的には次のような問題点が
指摘される。
{イ) 賃金税の急増が個別消費税を犠牲にすることによって，全体としての直
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間比率を50:50からほぼ60:40へ高めている。 Lかも問題なのは，こう L
た構造変化を引き起こ Lた原因が前述したように，計画的な租税政策では
なく，インフレによる名目GNPの急成長と，それを調整Lない固定的な
累進税制との組合せにある。
こう Lて第一に，急増Lた賃金税が社会保険負担金も加えると限界線を
すでに超越Lてしまい，租税抵抗を引き起こす可能性がある。直接税のこ
れ以上の強化はきわめて危険である。従って，租税抵抗を回避するため
に，今後の税制改革の大きな方向と Lて，直間比率を1: 1の過去の水準に
引き戻すことが考えられる。どのような方法でそれを行なうかについては
後述することにしよう。第2に，賃金税の急増に代表される租税構造の変
化がとりわけ分配政策や成長政策の観点から多くの批判を受け，それが同
時に数多くの部分的で一時的な租税政策の変更をもたらし長期的に望ま
しい租税構造に対する基本的視点を失わせる結果となっている。租税構造
のこれまでの変化が，付加価値税の導入と法人税改革を別にすれば，政策
的に意図せずに生じた賃金税の急増，およびそのマイナス面を補うための
弥縫策の結果であり，それは長期的な租税体系の観点からなされたもので
はない。そのためにこれまでの変化を正しく分析しそれを適切な判断基
準に従って評価し望ましい租税構造に接近させることが重要である。
(ロ) 直接税の比重を低下させる方法と Lて特に企業側から主張されるのは，
いわゆる非収益課税の撤廃ないし縮小問題である。すなわち，賃金税の税
率改正よりも賃金総額税や営業資本税や財産税の非収益税を整理すること
によって直接税全体の重圧を緩和することの方が重要であるというのであ
る。たしかに，非収益課税は特に景気後退期には企業の存立を危うくし
投資を減退させるから景気不安定作用をもっている。 Lかし例えば営業
税の場合，第 1に営業収益税の比重が大きく，営業資本税，賃金総額税の
割合は小さいこと，第2に営業税の欠点である高い景気感応性，所得税や
法人税との二重性といった欠点は主と Lて営業収益税にあてはまること，
第3に営業税は市町村の公共サーピスの受益に対する負担の性格が強L、の
であるから，むしろ非収益課税が合理的であることが指摘される。こう L
て，現在あまりにも高い免税額のためにますます大企業税と化している営
業収益税を軽減する方向をとることの方が適切であると思われる。
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租税改革委員会のこの問題についての意見もほぼこうした方向をとって
いる。すなわち「営業税の従来のシステムに代えて所得税や売上税に対す
る共有税に代替するとし、う規定は考えられなし、ものではなかろう。企業の
存在や活動が市町村に特別な負担を引き起こすのであるから，企業の直接
税的負担もまた正当なものと思われる。これらは新種の営業税によって調
整されるべきである。現在の営業税負担は必要な負担率の程度をはるかに
上回っている。営業税収入は，特にECとの関係で国際競争均衡上の理由
から相応に引き下げられなければならない。市町村に帰属する営業税は現
在の収入の3分の lになるまで低下さるべきである。日J
判今日租税改革論議の中心にあるものは何といっても付加価値税の大幅引
上げによって，他の租税，とりわけ賃金税や営業収益税を縮小Lて直間比
率を適切な値まで引き下げようとし寸考えて、ある。たLかに，西ドイツの
付加価値税の負担が諸外国と比較Lてかなり小さいことがそれまでの西ド
イツ企業の輸出競争力を高めてきたことは否定できない。 しかし， EC内
部での調和もさることながら，すでに現在アメリカの法廷において西ドイ
ツ企業は日本企業と同様に売上税負担が小さいために不当なダンピングを
実施Lているとし寸論争が行なわれているのである。こう Lた批判の論理
性は別にしても，西ドイツは売上税水準のこれ以上の漸減傾向にはストッ
プがかけられなければならないとする圧力が高まっているのである。先に
も述べた通り，賃金税を中心とする直接税の急増が租税抵抗をはじめとす
る多くの悪影響を今後も与え続けていくとすれば，間接税の中核たる付加
価値税の強化はむしろ急務なのかもしれない。 Lかしその場合問題にな
るのが各地域団体間の財源配分問題である。これに関して前述の租税改革
委の次のような意見はひとつの示唆を与えてくれる。すなわち， i所得税に
対する直接的共有は従来の範囲で維持されるべきであろう。営業税の残り
の減少分は売上税に対する直接の共有によって補填されるべきであるη。」
つまり，委員会の提案の要点は，営業税のうち営業資本税と賃金総額税は
維持するにしても，営業収益税を大幅に削減させるが，そのことによって
生ずる市町村の営業税収入の減収は一部従来通りの所得税の連邦，ナ1'から
の委譲分(14%)の維持により，他の一部分を付加価値税の引上げによっ
て市町村の直接共有分を増加させて調整Lょうとするものである。
西ドイツの財政収入の構造変化 219 
1978年8月30日に連邦議会によって議決された i1979年租税改正法J(正確
には「所得税・営業税・売上税・その他改正法J)は明らかにこう Lた方向で行な
われている。その主なものをあげると，
① 所得税減税一一比例税から累進税への移行の限界税率の断続的上昇を
除去，基礎控除の引上げ (1980年)， 
② 営業税の減税一一賃金総額税の撤廃および営業収益税の免税額の引上
げ(1980年)，営業資本税の免税額の引上げ (1981年)， 
③売上税率の引上げ一一標準税率12%，軽減税率6%をそれぞれ 13%，
6.5%へ引上げ(1979年)。
(斗付加価値税と同じ間接税だが個別消費税は先に述べた理由から，表-6や
図-4に現われた縮小傾向はむしろ望ましい。租税抵抗を回避するために間
接税を増大させる役割はもっぱら付加価値税によって果たされることが適
切である。ただ，個別消費税を大きく従量税から従価税に移行できれば，
徴税費はきわめて安くてすむしインフレ等による相対的小税化の傾向も
防止できるので，租税抵抗の回避の点からもある程度の個別消費税の存在
が許されよう。
制最後に，租税体系の構造改革について論議される場合に付加価値税の拡
張と同程度に問題になるのが受益者負担課税の強化である。受益者負担の
原則(利益原則)は能力原則とともに財政学において有力な見解であった。
しかしあくまで能力原則が主流であり，利益原則に対LてはむLろ補完
的役割しか与えられてこなかったのである。現実にも累進税制は能力原則
に基づくものであるとされ，受益者負担課税は重要視されてこなかった。
賃金税を中心とする直接税の置位が生じたのもひとつはその結果である。
LかL.，能力原則に対Lてはそれが租税の絶対額については何ごとも語ら
ず，徴収できるところから徴収するとしづ国家の恋意的決定を単に隠蔽す
るヴェールでLかないとしづ批判が加えられる。これに対して利益原則の
方は租税高を合理的に根拠づけるものであり，現代の民主主義国家におい
てはむLろこの原則の適用できる領域は大きいと考えられる。 Lかし受
益者負担課税の限界もすでに周知のところである。とりわけ，租税負担に
対応する「受益」を実際に厳密に説得力ある形で決定することは困難であ
る。たとえそれができてもきわめてわずかの範囲においてのみである。従
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って，利益原則から租税体系の構造改革の基準が引き出せることの可能性
については過大評価されてはならない。 Lかしだからといってもちろん利
益課税の重要性と有効性が否定されてはならない。特tこ，交通部門や特別
な公的負担をもたらす宅地，営業地利用の場合におけるような特別な利益
を特定の個人や集団にもたらすことが明らかなケースについて，受益者負
担を強化することはむLろ適切なことである叱直接税を後退させるとい
う先の提案も利益原則に基づく対立課税にとって代えることによってある
程度正当化できるであろう。こう Lた観点から，第3類の受益課税あるい
は営業資本税や賃金総額税のもう一段の拡張が望まれるところである。し
かし賃金総額税は地域的バラツキが大きいことや成長阻害効果をはじめ
とする非収益課税について指摘されるあらゆる欠点を理由に1980年から撤
廃された9)。
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表-7 債務者，公債の種類，債権者男IJ公債発行の状況判
1980年のI状況 対1970年2比
発(1万行マ額 I構成比00 ノレグ)I (%) (%) 
1.債務者
1.連邦 223，415 49.8 349.6 
2. ~~f一特基別財団，
-負担調整金 5，422 1.2 -33.2 
3. 外! 126，630 28.2 355.7 
4.市町村 93，250 20.8 131. 4 
448，717 100.0 256.4 
n.公債の種類
1.連邦銀行信用 1，055 0.2 -61. 2 
2.無利子園摩証券 6，327 1.4 272.2 
3.租税証券
4.国庫債務証書 19，834 4.4 517.8 
5.連邦債務証書 7，340 1.6 
6.連邦国庫証書 24，613 5.5 
7.純公債 55，823 12.4 219.2 
8.信用機関直接貸付 287，298 64.0 382. 7 
9.社会保険機関貸付 10，502 2.3 83.4 
10.その他貸付 18，627 4.2 67.8 
1.外国債 17，297 3.9 -29.0 
448，716 99.9 256.4 
m.債権者
1.銀行組織
a)連邦銀行 10，554 2.4 -8.8 
b)信用機関 306，739 68.4 295.4 
2.園内非銀行
a)社会保険機関 10，508 2.3 65.9 
b)その他 89，157 19.9 208.8 
3.外国 31，759 7.1 144.6 
N.合計 448，717 100.1 256.4 
め予算相互の債務は除外してある。
注 1._1980年9月現在;Monatsberichte der Deutschen Bundesbank， 33. Jg.， Nr. 1， 
Januar 1981， S.59. 
2~ Monatsbe士ichteder Deutschen Bundesbank， 23.Jg.， Nr. 12， Dezember 1971， 
S.57のデータと比較計算。
資料:Zimmermann:-f!enke， Finanzwissenschaf!， eine E_infuhrungi_n _die Leh!e von 
der o任entlichenFinanzwirtschaft， 3.AufL， Munchen 1982，-Tab. 4.5， S.152. 
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四 公債収入の推移
(1) 公債収入の構成
西ドイツの公債引受者は以下の通りである。
A.園内引受者 B.外国引受者
イ 銀行組織l中央銀行
信用機関
ロ 非銀行組織
(公共時(山社会保険機関)
非公共部門
(私的家計
私的企業(例えば私的保険，住宅建築貯蓄組合)
これらの債権者の資産選好は同質的でないため，それに対応Lて性格の異
なる各種公慣が発行されている。表一7はそれを概観Lたものである。はじめ
に， m欄の債権者の構成をみてみよう。構成比が一番大きいのが， 68.4%の
信用機関である。これは西ドイツの公漬の圧倒的部分が中央銀行を除く銀行
組織によって引き受けられていることを示している。こう Lた特徴は現時点、
に限ったことではなく，戦後のすべての期間に妥当することである。公債政
策の観点から，債権者構造，とりわけ信用機関と私的家計のそれぞれの比重
の差異を知っておくことはきわめて重要である。両者の国民経済に与える効
果はかなり異なるからである。表中では私的家計は 2b)の「その他」の項目
に含まれる。この項目の中には，ほかに私的保険等を含んで、おり，両者会計
して全体の20%弱であるから，銀行組織と比較Lてその割合はかなり小さ
い。 LかLそれは銀行組織に次ぐ第2の地位にいるのである。
他方，連邦銀行による長期保有の公置についてみると，その比率は2.4%
と小さい。そこで保有されているのは大部分いわゆる「調整債J(Ausgleichs-
forderungen)である。 これは戦前に第3帝国に対Lて貸付けを行なった金融
機関が，戦後1948年の通貨改革によってそれらの請求権の大部分を失うこと
になったことに対Lて，調整的に給付された，いわゆる「義務的帳簿公債」
である。
次に表の E欄の公慣の種類についてみてみよう。 1980年において，各種公
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債の中で最大の割合を占めているのが銀行による直接貸付け (64%)である。
その大半が債務証書貸付けの形をとっている。この種の公債は戦後，特に地
方レベルで比重を増してきたものである。この公債は3カ月満期の「大蔵省
証券J(Schatzwechsel)や上限18カ月の有効期聞をもっ「無利子国庫証券」
(Unverzinsliche Schatzanweisung)と比較すると長期だが， r純公債J(Anlei-
hen)と比較すると短期であるので，いってみれば中期債である。これはま
た純公債と異なり証券取引所での取扱いが行なわれない記名証券である。こ
の公債の長所は，個別協定によって債権者と債務者の両者の要求に合わせた
取扱いが可能であること，特別配当金や徴募費用が必要でなし、から，高レ利
子を支払うことが可能である点である。
他方，純公債は全体の12.4%を占める長期債である。これは無記名債券で
発行条件がケース・パイ・ケースで市場に適応Lて変わるため，多様な混合
タイプが可能である。次に， 4年間の満期をもっ「国庫債務証書J(Ka悶 n-
obligation)は中期債と Lて次第に重要性を高めてきている。構成比はまだ
4.4%であるが，対70年比で6.2倍と最高の伸び率を示Lた。その特徴は，金
融市場と資本市場の中聞に位置する債務証書であって，取引所での取扱いが
可能な確定利付置券である。これには民間人によっても購入され， 4年内満
期の際に「取引所売上税免除」の特典がるる。これは特殊な発行方法をもっ
ている。すなわち，他の公債と異なり，発行の際に債務者によって最低相場
だけが決められ， Lかる後に信用供与者の聞で‘競争入札が行なわれる。この
方式は公債の弾力的な政策手段と Lて積極的に利用される可能性をもっ。応
募者は発行条件をめぐ、って相互に競争し発行者の方は発行レートがどうな
るかについて知ることができないから，弾力的な公債市場が成立する可能性
が大きい。
最後に， r連邦国庫証書J(Bundesschatzbrief)は私的家計に対Lて継続的に
供給されている中期債であり，特別な利払い方式をとることを特徴としてい
る。ひとつ(タイプA)は段階公債であって，満期期間が長くなるとともに
名目利子率が上昇するというものである。もうひとつ(タイプB)は経常的
な利子受取りを放棄する代りに，段階的な利子が資本に加算され，信用供与
者は満期か売却か償還の時にのみ収益にあずかるというものである。この公
債の構成比は5.5%である。
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次に，対70年比の仲び率をみてみよう。最大の伸びを示した国庫債務証書
(6.2倍)に次いで，増加率が高かったのは信用機関の直接貸付け (4.8倍〉で
あり，西ドイツの公債の中心的地位をますます固めたことになる。上記以外
の公債の中で無利子国庫証券と純公債は増加率が高かった(それぞれ3.7倍，
3.2倍)が，ほかは伸びが小さく，特に中央銀行信用と外国債はマイナスでる
った。また債務者についてみてみると，全体で3.5倍をこえたうち，最も伸
びたのが州 (4.6倍)，次いで連邦 (4.5倍)であったが，市町村は2.3倍にとど
まった。置権者の構成で最大の仲びを示したのが信用機関である (4倍〕こと
は，各種公置の伸びをみればある程度推測できる。また，私的家計や私的保
険を含む「その他部門」もやflびが高かった (2.1倍〉。この 2つの部門で西ド
イツの公債の 9割弱が引き受けられているのである。
表-8 公債収入の推移 1961-1978年
、 項目 一寸lj子一一一税l-P年 比 率 支出比率 (公収債入依比存率度) 比率比率
1961 3.3 2. 7 2.2 2.7 0.6 
62 3.5 2.8 2.1 2.6 0.6 
63 3.1 2.4 4.7 6.0 1.4 
64 3.1 2.4 4.7 6.0 1.6 
65 3.3 2.5 5.7 7.3 1.9 
66 3.9 3.0 4.7 6.0 1.4 
67 4.8 3.6 9.2 12.4 2.9 
68 4.5 3.6 6.6 8.7 2.0 
69 4.3 3.6 1.4 1.7 0.4 
70 4.4 3.5 3.2 4.1 0.9 
71 4.5 3.4 6.1 8.0 1.8 
72 4.5 3.5 6.4 8.3 2.0 
73 4.7 3.8 4.1 5.1 1.2 
74・} 5.3 4.0 7.3 9.6 2.3 
74b) 3.5 2.9 5.2 6.3 2.3 
75 3.9 2.9 11. 0 14.4 5.2 
76 4.3 3.4 8.8 11. 2 4.2 
77 4.5 3.7 5.6 6.8 2.6 
78 4.5 3.6 6. 7 8.3 3.2 
資料:表 1 (注も含む)に同じ。
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(2) 公賃収入の推移と限界
公費収入の動向とその限界を知るための判断基準としていくつかの指擦が
考えられる。すなわち，
(a) 
(b) 
(c) 
(d) 
(e) 
利子費用対租税収入(利子一租税比率〕
利子費用対財政支出(利子}財政支出比率〉
公債収入対財政収入(公債依存度)
公債収入対租税収入(公債租税比率)
公賃収入対GNP(公債-GNP比率)
表-8は1970-79年の上記指標の推移をみたものである。表から第ーに明ら
かになることは，利子一租税水準や利子一支出水準がほぼ一貫して上昇Lて
図-5
30 
20 
名目GNP，租税，公債-GNP比率，公債一租税比率の推移
1¥ 
名目GNPiqlぴ率
租税収入イ申ぴ本
公俊一GNP比率
..…公債租税比率
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いるということである九利子費用は減額することの困難な義務的経費で
あって，この支出の構成比が上昇することは予算硬直化をもたらす原因とな
る。現実にも，公債の利子，償還支払いのために，他の財政支出を大幅に圧
縮せざるを得ない窮地に追い込まれている自治体(特に市町村)が多数生じ
ているのである。
次に，予算がどの程度まで公債収入によって賄われてきたかを示す公漬依
存度をみてみよう。その値は1961年の2.2%から78年の6.7%へ4.5ポイント
と大幅に上昇している。また， 1974， 75， 76年に7.3%，11. 0%， 8.8%と急
識に高水準になっていったのは，石油ショッグによる国民経済の低迷，そし
てその結果としての予算全体の伸び悩みによるものと考えられる。公債一租
税比率の推移をみてみると，その辺の事情がより一層鮮明になる。この比率
は1961年の2.7%から78年の8.3%へ5.6ポイントも上昇し 74，75， 76年には
それぞれ9.6，14.4，11.2%とかなりの高水準になっている。図 5は名目G;NP
および租税の伸び率と公債ー租税比率，公債-GNP比率とを関連させたも
のである。図から，租税収入が70，71， 72年の例外を除いて，名目GNPとか
なり平行的な動きを示したことがまず明瞭によみとれる。その主たる原因が
賃金説の動向にあること，またその理由については既述Lた通りである 0，他
方，公慣一租税比も公債 GNP比も， GNP (従って租税)の推移とかなり対
比的な動きをしたことが指摘できる。このことから，公債はGNPの動向に
左右される租税収入をかなりの程度補完Lたばかりでなく，フィスカル・ポ
リシーの手段として， GNPそのものを安定化させるために利用されたこと
が知られる。
公賃収入の対GNP比は， 1961年の0.6%から78年の3.2%へ2.6ポイントの
上昇である。その変化を追ってみると， 67年および74"'-'78年が特に高く，.61，
62年， 69， 70年がとりわけ低水準である。これらの変化の原因は大半景気動
向によって説明できる。すなわち， 1958年から1966年の期聞は戦後の50年代
の「奇跡の経済」の直線的成長時代が終息し西ドイツが経済大国と Lての
地位を確立した後の本格的な「成熟下のブーム期」であった。特に前期の59
-62年は投資財先導型の生産拡大が持続していった時期で， 61， 62年の実質
成長率は4.9%，4.0%と高いものであった。 62-66年の後期には消費財部門
が主導Lて，さらに一層の高度成長が持続する。 Lかし 66一昨年に入ると
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西ドイツの経済復興以来の過剰生産恐慌が到来Lて，実質GNPは67年には
マイナス0.1%と落ち込むのである。 68年からは景気の急転回が起こり， 69， 
70年の戦後最大のブーム期(実質成長率はそれぞれ7.9%，5.9%)に結びついて
いった。その後， 71， 72年の比較的軽微な景気停滞を経過Ltこ後， 1973年に
は第I次石油ショッグが起こり，戦後最大かつ最長の不況 (74，75年の実質
成長率はそれぞれ0.4%，-1.8%)を迎えるに至ったので、ある。 このようにみて
くると， 61， 62および69，70年の公賓の低水準期は好況期に対応L，67， 74 
年以降の公債の高水準期は不況期に正確に対応しているのである。このよう
な公債の動向を通じて，西ドイツの財政政策はかなりの程度経済安定指向型
であったことをうかがい知ることができる。
とはいえ，公債収入がGNPの3.2%，公憤依存度が6.7%であるのは，利子
支出比が3.6%であることと併せて，必ずLも適正水準であるとはL、L、難
い。経済成長によって税収が増加しそれが利子費用や償還財源を十分賄う
場合は公置の経済的限界は生じないとされる。従って，高い経済成長が予想
されればされるほど，公債の増加は正当化される。また，成長効果をもっ財
政支出を賄う公債発行が他の場合よりも優先される傾向が生ずる。西ドイツ
においても，例えば基本法115条で一種の建設公債条項が規定されている。
すなわち， i信用収入は予算計画で見積もられた投資支出額をこえてはなら
なしづとされている。ただし「国民経済の均衡の撹乱を防止するために」
行なわれるなら，この投資支出額をこえることもできるとされているのであ
るから，こう Lた歯止めよりも経済の安定均衡が擾先されているのでるる。
他方，連邦銀行の直接的な長期債引受けは禁じられており，州や連邦が財政
収支尻を合わせるために，連邦銀行によって与えられる国庫信用 (Kassen-
kredit)も制限されている。 こう Lた歯止めが有効である限りでは， 西ドイ
ツの公置発行にはなお若干の拡大の余地が残されているといえるかもしれな
。〉?、? ?
注
1) 表ー 1注 a)b)にある通り， 1974年に統計手法の変更や報告範囲の拡張があった
ため，それ以降と不連続となる。それは報告範囲の中に社会保険事業や目的団
体および非収益団体を含めるようにしたり， 地方予算体系の編成替えをしたこ
となどである。従って， 1974年以降はその前のものと段差が生じているけれど
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も実際には割引し、て考えなければならない。例えば，ツインマーマン， へンケ
によると，旧統計に基づく矛IJ子一租税比率， 利子一支出比率は以下のように推
移してL、く。
利子一程税比率(%) 利子一支出比率(%)
1975 6.0 4.0 
1976 6.7 4.7 
1977 6.9 5.2 
1978 6.9 5.0 
(暫定値)1979 7.2 5.3 
従って，両者の一貫した上昇傾向は続いているのである。
2) これは他の先進主要国と比較した場合一層説得力をもつであろう。
利子ー 財政支出比 公債残高-GNP比 公債依存度
西ドイツ (1980) 6.5 (1980) 15. 5 (1980) 12. 8 
フランス (1979) 4.6 (1979) 9.6 (1980) 4.0 
イギリス (1979) 6.8 (1979)49.9 (1980) 12. 4 
イタリア (1980) 7.0 (1979)47.2 (1978)22.9 
日 本 (1980) 9.9 (1980)39.3 (1980)32.7 
アメリカ (1980) 11. 4 (1980)35.4 (1980) 11. 3 
資料:日本銀行調査統計局「日本経済を中心とする国際比較統計」昭和56年。
五結語
西ドイツの各市町村規則には，通例n、わゆる「補充原則J(Subsidiaritats' 
prinzip)の規程がある九これによると，租税や公債に先立ちまず受益者負
担の完全吸収が目指されるべきである。こう Lた「補充原則」が市町村ばか
りではなく，財政全体に適用できるものとすれば，今後の財源調達方法にひ
とつの方向を与えるものと思われる。しかし受益者負担には2つの面から
限界が画される。すなわち，
W 受益の測定が困難であるため，受益者負担の徴収コストが経済合理性か
ら妥当と考えられる高さをこえてLまう。
(ロ) 受益者負担金は公共サーピスによって特別な利益を受けた者から所得高
のいかんにかかわらず一律に徴収するため所得再分配政策に反する。
このうち悼の反論は視点がずれているのである。受益者負担の原則は，あ
くまで所得再分配政策がすでに行なわれて適正な分配状態が達成されている
ことを前提と Lた，あくまで分配中立的な財源調達法である。むしろ，公共
サービスから特別な利益を得たことが明らかでありながら，それを放置し
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租税等の一般財源によって経費の財源を他者に支払わせることの方が，適正
な分配状態を歪める結果をもたらすであろう。
仰の問題はたLかに無視することはできない。 Lかしほとんどの受益者
負担サーピスは，自動車とかガソリン，建造物，機械設備，土地等の私的財
との補完性があることから，こう Lた補完財を受益の間接的メルクマールと
することによって，受益の測定の困難をある程度乗りこえることができる。
また排除・徴収費用についても，近年の排除技術の向上は著Lく，経済合理
性からいって適切な費用で排除できるサービスの範囲が広がっている。こう
して，高い徴収コストを根拠にLてア・プリオリに受益者負担を拒否する態
度は妥当ではない。
このように，受益者負担を拡大する財政的・技術的可能性はまだ十分に残
されているものと思える。特にそれは交通道路の建設と維持における受益者
負担について妥当する。連邦主義的財源収得権の問題やノン・アフェクタシ
オン(目的不拘束)原則からの制約上，市町村が鉱油税や自動車税からの財
政補助にこれ以上依存できなければ，この部門での受益者負担の引上げは最
も緊要であり， Lかも交通道路サーピスは完全受益者負担サーピスである故
にその可能性も大きい。また財源の規模自体が大きいため，逼迫する市町村
の収入不足解消に大きな役割を果すものと期待されようへ
次に問題となるのは， r租税」か「公賃」かの財源選択問題である。いか
なる公共サーピスを公債によって調達すべきであるかについては従来さまざ
まな論議がなされてきた。その最も一般的なもののひとつは，公債収入が臨
時収入と Lての性格上，臨時的経費充足の手段と Lて利用されるべきである
ということである。もうひとつは，公債収入は利子費用や償還費用と Lて将
来世代に負担を持ち込むものとなるから， (収益的な〉公共投資の財源と Lて
利用されるべきであるというものである。 Lかしこう Lた公共サービスの
厳密な性格づけは不可能であることも指摘されている叱たとえば，公共サ
ーピスが臨時的なものか否かは地方団体の規模によって違いが出てくる。小
さな地方団体にとって臨時的な校舎の建築も大都市にとっては規則的支出の
部類に属することもあり得るのである。他方，公共投資の収益性について
も，それが直接料金収入といった意味で収益的でなくとも，それによって経
済成長が加速されたり，あるいは住民の福祉水準を高めたりすることによっ
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て，間接的に財政収入を増加させたり，財政支出を節約させる効果をもたら
すことは十分に考えられることである。このように，公共サーピスの性格に
よって，それを直接公債発行と結びつける方法は窓意性を免れないしかな
り疑問の多いところでるる。以上の点や世代聞の公平の観点から公債調達に
ついていえることは，その対象ができるだけ経常的な経費でなく，将来経済
成長を高め，生活環境を向上させるような公共投資に限定されるべきである
といった，比較的緩い基準だけであろう。このような緩い基準の枠内で，公
債調達は財政政策の状況から，租税調達がきわめて困難か，あるいは租税調
達に頼ると国民経済の均衡が著しく撹乱される場合に実行されるという一般
原則を尊重することが大切であろう。
いずれにせよ，公共活動のメニューが多様化しかつ財源がますます窮迫
化Lていく中で，国民が個々の公共サービスをどのように享受するかという
公共活動への参加の指標と財源調達方法とを結びつける視点がますます重要
になってくる。現実の公共サービスの大半がし、わゆるポーラーな純公共財で
はなく，程度の差はあれ受益者負担の適性を有する準公共財であり，そうし
た公共サーピスが今後ますます拡大することが予想されるが故に担税能力
を唯一の指標とする，従来の一面的な財源調達法に頼ることが公平負担の点
から限界に達していることは明らかである。こうした意味から，受益者負担
の原則をただ単に公共サービスの一般報償性とか等量消費性とし、う性格づけ
のみをもって拒否Lたり，公共サーピス決定の政治性のみを強調したり，受
益者負担の技術的困難を指摘するのみで，合理的財政負担の方法としての受
益者負担を軽視するのは一面的であるといわざるを得ない。
他方，公質調達はあくまで負担の臨時的な将来移転であるとし、う事実を考
えれば，そこには自ずから限界が設けられなければならない。経常費を賄う
ためのいわゆる「赤字公債」や国債費が一般財源の余地を圧迫するほどの大
量公債の発行は財政運営を破綻させる道である。それは国民を財政虚無主義
に陥らせ，単に公債発行だけでなく，租税とか受益者負担の正Lい意味を失
わせ，財政全体を内部から崩壊させる危険性をもとう。
i主
1) 例えば， ノルトライン ヴェストファー レン升!の市町村規則第63条によると，
i(l)市町村は法規定に従って公課を徴収する。 (2)市町村は政策課題の実現のた
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めに必要な収入を， (a)それが支持され，かっ必要である限り， 提供されたサー
ピスに対する個別報償 (Entgelt=受益者負担金……筆者注〉から， (b)残りは
租税から，その他の収入が十分でない限り調達しなければならない。 (3)市町村
は他の財源調達が可能で、なかったり，経済的に非合目的であったりすれば， {昔
入調達が許される。」
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2) 前掲拙稿「西ドイツの受益者負担金」を参照。
3) Zimmermann， H.， Der letzte "Klassische“Deckungsgrundsatz， i且:Finanz-
archiv， NF. Bd. 24. S. 70ff.および拙稿「公債調達と『ノン・アプェクタシ
オン』原則」国土館大学政経論叢， 19・20号，昭和48年1月。
